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Analytical Report for 2011 NISTEP Expert Survey on Japanese S&T and Innovation 
System (2011 NISTEP TEITEN survey) 
National Institute of Science and Technology Policy 
ABSTRACT 
NISTEP expert survey on Japanese S&T and innovations system (NISTEP TEITEN survey) aims to 
track the status of S&T and innovation system in Japan through the survey to Japanese experts and 
researchers in universities, public research institutions, and private firms. It asks for respondents’ 
recognitions on the status of S&T and innovation system, such as diversity in basic research in Japan and 
usability of research funds, which is usually difficult to measure through the R&D statistics. 
The 2011 expert survey (2011 NISTEP TEITEN survey) is the first round of the panel survey, which 
will be conducted annually in the duration of the fourth S&T basic plan (FY2011 – 2015). The results of 
the 2011 survey are the baseline of the survey and it reflects the recognition of the respondents at the 
time when the various measures based on the fourth S&T basic plan were about to be launched.  
The respondents and questionnaire were revised in the 2011 expert survey. The respondents were 
selected to measure the differences in recognition across different sectors. The stratified sampling of the 
respondents was adopted for the universities’ respondents in order to measure the differences of 
recognition across the field of science and the size of universities. New questions regarding innovation 
policies and actives were added in accordance with emphases on the linkage between S&T and 
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本報告書で報告するNISTEP定点調査 2011は、第 4期科学技術基本計画期間中の 2011年度～2015
年度の 5年間にわたって実施する調査の第 1回目(2012年 2月～4月に実施)となる。ここで得られた結
果は、第 4 期基本計画に基づく施策が開始されつつある時点の研究者や有識者の認識であり、2015 年




2  NISTEP 定点調査の概要 




概要図表 1 に各回答者グループの回答率を示す。調査全体での送付数 1,486 件に対して、1,331 件
の回答が寄せられた。全体では 89.6％と非常に高い回答率となった。回答者グループ別の回答率は、大





となるように調査対象者の選定を行った。具体的には、科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 




国内の論文シェアが 5％以上の大学は第 1グループ、１％以上～５％未満の大学は第 2グループ、0.5％
以上～１％未満の大学は第 3グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学は第 4グループとした。 
                                              




2 調査対象となっている大学を p. 90に示した。 
<概要> 
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全体 881 450  
概要図表 3 大学グループと大学部局分野のクロス集計(回答者数) 
大学グループ 理学 工学 農学 保健 全体
第1グループ 44 47 10 38 139
第2グループ 41 90 29 68 228
第3グループ 16 48 25 57 146
第4グループ 9 69 19 76 173
全体 110 254 83 239 686  
概要図表 4 大学グループと国公私立分類のクロス集計(回答者数) 
大学グループ 国立 公立 私立 全体
第1グループ 149 0 0 149
第2グループ 211 0 34 245
第3グループ 116 27 18 161
第4グループ 53 38 113 204















2-2  調査票の構成と指数の解釈 




本報告書では、6 点尺度質問の結果を 0～10 ポイントの値に変換した指数値を用いて議論を行う。指
数の解釈の仕方を、概要図表 6 に示す。なお、指数の解釈にあたっての考え方を第 2 部の調査方法に
示した。 










































































































概要図表 6 指数の解釈 














3  NISTEP 定点調査 2011 のポイント 
 
































ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-1 若手研究者数の状況






































注 1: 指数が 6.5以上は「比率を上げるべきとの強い認識( )」、指数が 5.5以上～6.5未満の質問は「比率を上げるべきとの認識( )」、指数が 4.5以
上～5.5未満の質問は「両者の意見が拮抗している( )」、指数が 3.5以上～4.5未満の質問は「比率を下げるべきとの認識( )」、指数が 3.5未
満の質問は「比率を下げるべきとの強い認識( )」と報告書中で表現している。 
注 2: 大学・公的研究機関グループにのみ質問を行ったので、民間企業等の集計は空欄となっている。 
 



































ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-10 女性研究者数の状況








況 4.5 4.9 - 4.5 4.6 4.5 4.2 5.0 4.6 4.6 4.2
Q1-13 外国人研究者数の状況
2.5 3.0 - 2.8 2.7 2.2 2.2 3.0 2.6 2.0 2.3
Q1-14 外国人研究者を受け入れる体制の状況








注 1: 大学・公的研究機関グループにのみ質問を行ったので、民間企業等の集計は空欄となっている。 
 





































































注 1: (Q2-16)大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
(他の質問)大学・公的研究機関グループにのみ質問を行ったので、民間企業等の集計は空欄となっている。 
























3-4  研究施設・設備や各種基盤の状況 
研究施設・設備および知的基盤や研究情報基盤については、ほぼ問題ないとの認識が多くなっている。
ただし、大学グループによる認識の違いが顕著に出ている。第 1 グループにおいては充分との認識が相








にみると、第 1 グループにおいては指数が 6.0 となっており、研究施設・設備については充分と考える回






























































































































































































注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 




















注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 




















































注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 




































注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
<概要> 
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ープでは上位に位置しているが、第 2～4 グループでは順位が下がる。第 3 グループでは、特に順位が




















概要図表 20 大学グループごとの状況 
(A) 質問中分類毎の順位 













研究開発人材育成 4.47 地域の課題解決 4.37 研究開発人材育成 4.20 知的・研究情報基盤 4.24
基礎研究 3.99 研究開発人材育成 4.36 研究施設・設備 4.14 科学技術予算等 4.03
研究環境 3.99 研究者の業績評価 3.81 産学官の橋渡し 3.91 研究環境 3.91
科学技術予算等 3.98 基礎研究 3.80 知的・研究情報基盤 3.89 知的財産の活用 3.83
知的財産の活用 3.94 女性研究者 3.75 知的財産の活用 3.79 研究開発人材育成 3.80
産学官の橋渡し 3.93 産学官の橋渡し 3.62 科学技術予算等 3.68 基礎研究 3.61
研究者の業績評価 3.72 研究環境 3.51 研究環境 3.62 産学官の橋渡し 3.56
若手研究者 3.70 知的財産の活用 3.51 基礎研究 3.52 女性研究者 3.46
女性研究者 3.61 科学技術予算等 3.51 女性研究者 3.46 研究者の業績評価 3.38









外国人研究者 2.81 外国人研究者 2.84 外国人研究者 2.41 外国人研究者 2.44










































































































地域の課題解決 5.43 研究施設・設備 4.79




科学技術予算等 4.38 地域の課題解決 4.90 知的・研究情報基盤 4.30 地域の課題解決 3.98
基礎研究 4.37 研究開発人材育成 4.77 研究開発人材育成 4.15
産学のシーズ・ニーズの
マッチング 3.96
研究開発人材育成 4.06 知的・研究情報基盤 4.25 研究施設・設備 3.95 女性研究者 3.75
研究環境 4.01 産学官の橋渡し 4.14 科学技術予算等 3.81 科学技術予算等 3.64
研究者の業績評価 3.97 知的財産の活用 3.97 知的財産の活用 3.72 基礎研究 3.50
若手研究者 3.94 研究者の業績評価 3.95 産学官の橋渡し 3.71 研究環境 3.43
女性研究者 3.78 科学技術予算等 3.95 女性研究者 3.62 研究開発人材育成 3.39
産学のシーズ・ニーズの
マッチング 3.72
研究環境 3.93 研究者の業績評価 3.59 知的財産の活用 3.30
知的財産の活用 3.64 基礎研究 3.83 若手研究者 3.36 研究者の業績評価 3.27
地域の課題解決 3.48 若手研究者 3.64 基礎研究 3.35 産学官の橋渡し 3.05










外国人研究者 2.85 外国人研究者 2.26 外国人研究者 2.36





















































































































































































































































































































































































































































































ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-1 若手研究者数の状況






























































































































ループ 理学 工学 農学 保健 Q2-2
民間企業が持つニーズ（技術的課題等）へ
の大学・公的研究機関の関心の状況




4.9 4.8 4.2 4.5 5.2 4.7 4.7 4.4
Q1-10 女性研究者数の状況


































ループ 理学 工学 農学 保健 Q2-5
大学・公的研究機関と民間企業との間の
人材流動や交流の度合







ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-13 外国人研究者数の状況








3.5 3.4 3.2 3.1 3.4 3.4 3.0 3.1
Q1-14 外国人研究者を受け入れる体制の状況



























ループ 理学 工学 農学 保健 Q2-25
我が国の大学や公的研究機関の研究者
の、世界的な知のネットワークへの参画状






























































































• データ集へ掲載した。文章量が膨大なことから、多くの質問について、6 点尺度の質問で 1)状況
が良いと回答している方(75件)と 2)状況が厳しいと回答している方(75件)の意見を報告書に抜粋
して掲載した。 

































1  NISTEP 定点調査の概要 
 














1-2  調査対象者 
調査対象者は図表 1-1 に示す 2 つの回答者グループから構成される。対象者の選定方法の詳細に
ついては、第 2部に詳細を示した。 
1 番目のグループは、大学・公的研究機関グループ(約 1,000 名)である。このグループは、1)大学・公
的研究機関の長、2)世界トップレベル研究拠点の長、最先端研究開発支援プログラムの中心研究者、3)
大学・公的研究機関の部局や事業所の長から推薦された方から構成される。部局や事業所の長からの
推薦については、教授クラス、准教授クラス、助教クラス各 1名の計 3名を依頼した。 























1-3  大学グループと大学部局分野 
大学回答者については、大学グループ別、大学部局分野別の集計が可能となるように調査対象者の




図表 1-2 論文シェアによる大学のグループ分け 
大学グループ 日本における論文シェア 大学数 調査対象候補
1 5％以上 4 全て
2 1～5％ 13 全て
3 0.5～1％ 27 15大学を抽出
4 0.05～0.5％ 135 50大学を抽出  
(出典) 文部科学省科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 日本の大学に関するシステム分析 
 
1-4  調査票の構成 























図表 1-3 定点調査の構成 










































































































































































































図表 1-6 大学グループと大学部局分野とのクロス集計(回答者数) 
大学グループ 理学 工学 農学 保健 全体
第1グループ 44 47 10 38 139
第2グループ 41 90 29 68 228
第3グループ 16 48 25 57 146
第4グループ 9 69 19 76 173




図表 1-7 大学グループと大学の国公私立分類とのクロス集計(回答者数) 
大学グループ 国立 公立 私立 全体
第1グループ 149 0 0 149
第2グループ 211 0 34 245
第3グループ 116 27 18 161
第4グループ 53 38 113 204







1-6  報告書中における指数の解釈の仕方 










図表 1-8 報告書中における指数の解釈 
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2  NISTEP 定点調査 2011 の全体傾向 
 




















<NISTEP 定点調査 2011 の全体傾向> 
28 
























































































注 1: 質問中分類の指数値は、その中分類に含まれる質問について得られた指数値の平均値を示す。 





3  大学や公的研究機関における研究開発の状況 
 




























ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-1 若手研究者数の状況




















































注 1: 指数が 6.5以上は「比率を上げるべきとの強い認識( )」、指数が 5.5以上～6.5未満の質問は「比率を上げるべきとの認識( )」、指数が 4.5以
上～5.5未満の質問は「両者の意見が拮抗している( )」、指数が 3.5以上～4.5未満の質問は「比率を下げるべきとの認識( )」、指数が 3.5未
満の質問は「比率を下げるべきとの強い認識( )」と報告書中で表現している。 










スが中断されてしまった。このため、極めて深刻な世代別ポスト・研究資源配分の停滞をきたしている。(大学, 第 1Ｇ, 
医・歯・薬学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 人件費の減少、定年退職者の再任用等により新規採用が困難。ほかのコストを削ってでも採用枠は確保すべき。(公





る必要がある。(大学, 第 1Ｇ, 医・歯・薬学, 研究員、助教クラス, 男性) 
 博士号の取得を目指し後期課程に進学すると、分野によっては企業に就職する道が途絶えてしまい、学生は不安に
なっています。企業にとっても魅力的な人材を大学が育てる必要があるでしょうが、そのような人材の育成が自立した



















いく必要あり。(大学, 第 3Ｇ, 医・歯・薬学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 
日本の大学の本務教員における若手の比率は減少傾向にある。参考図表 1 に大学の年齢階層別本
務教員比率を示す。全大学で見ると 40歳以下の教員の比率は 1986 年には 39％であったが 2007 年で
は 27％に減少している。この低下傾向は私立大学では既に底を打ったようにも見えるが、国立大学では
継続中である。 











1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007
４０歳未満本務教員比率












1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007
国立大学の年齢階層別本務教員比率












1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007
私立大学の年齢階層別本務教員比率












1986 1989 1992 1995 1998 2001 2004 2007
25歳以上70歳未満の日本の人口の年齢階層別比率

















































注 1: 大学・公的研究機関グループにのみ質問を行ったので、民間企業等の集計は空欄となっている。 


























年  度 大  学 合  計 人文科学 社会科学 理  学 工  学 農  学 保  健 商  船 家  政 教  育 芸  術 その他 
計 7,813 917 606 929 1,399 580 3,076 - 21 165 24 96
国  立 5,170 368 244 776 1,182 522 1,830 - 12 116 24 96
公  立 417 53 31 36 31 16 239 - 6 5 - -
私  立 2,226 496 331 117 186 42 1,007 - 3 44 - -
計 17,023 1,710 1,581 1,764 3,402 1,192 5,339 - 61 373 117 1,484
国  立 11,931 761 638 1,461 2,732 1,070 3,710 - 0 246 47 1,266
公  立 941 71 95 126 172 36 364 - 23 9 17 28
私  立 4,151 878 848 177 498 86 1,265 - 38 118 53 190
計 15,685 1,190 1,269 1,284 2,800 874 5,770 - 65 480 175 1,778
国  立 10,557 568 547 1,053 2,273 745 3,637 - 10 340 82 1,302
公  立 1,041 42 74 99 132 29 534 - 15 4 26 86














参考図表 3 (A)経済的支援を受ける博士課程在籍者の財源別内訳の推移 
 財源分類
 競争的資金・その他の外部資金 8,429 (26.0%) 9,591 (26.5%) 10,012 (26.0%) 11,609 (24.6%) 11,835 (23.9%)
  　　競争的資金 7,217 (22.2%) 7,341 (20.3%) 7,195 (18.7%) 6,267 (13.3%) 6,087 (12.3%)
  　　　　２１世紀・グローバルＣＯＥプログラム 5,336 (16.4%) 5,863 (16.2%) 5,717 (14.8%) 4,297 (9.1%) 4,310 (8.7%)
  　　　　科学研究費補助金 978 (3.0%) 875 (2.4%) 950 (2.5%) 1,167 (2.5%) 1,025 (2.1%)
  　　　　戦略的創造研究推進事業 570 (1.8%) 337 (0.9%) 86 (0.2%) 407 (0.9%) 311 (0.6%)
  　　　　科学技術振興調整費 178 (0.5%) 151 (0.4%) 184 (0.5%) 234 (0.5%) 254 (0.5%)
  　　　　その他競争的資金 155 (0.5%) 115 (0.3%) 258 (0.7%) 162 (0.3%) 187 (0.4%)
  　　奨学寄附金 167 (0.5%) 272 (0.8%) 355 (0.9%) 297 (0.6%) 340 (0.7%)
  　　競争的資金及び奨学寄附金以外の外部資金 1,045 (3.2%) 1,978 (5.5%) 2,462 (6.4%) 5,045 (10.7%) 5,408 (10.9%)
 フェローシップ・国費留学生等 4,039 (12.4%) 5,265 (14.6%) 6,220 (16.1%) 6,895 (14.6%) 7,563 (15.3%)
 運営費交付金・その他の自主財源 19,898 (61.3%) 21,298 (58.9%) 22,331 (57.9%) 28,653 (60.8%) 30,163 (60.9%)
 財源不明 79 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0%) 0 (0%)
 財源合計 32,445 (100.0%) 36,154 (100.0%) 38,563 (100.0%) 47,157 (100.0%) 49,561 (100.0%)
   〈単位：人、括弧内は各年度実績に占める割合〉





60万円未満 35,201 (74.6%) 36,169 (73.0%)
60万円以上、120万円未満 3,972 (8.4%) 4,763 (9.6%)
120万円以上、180万円未満 989 (2.1%) 1,040 (2.1%)
180万円以上、240万円未満 4,116 (8.7%) 4,302 (8.7%)
240万円以上 2,777 (5.9%) 3,186 (6.4%)
支給額不明 102 (0.2%) 101 (0.2%)




























このプログラムは、５年で終了することから，終了後の更なる支援制度の充実が望まれる。(大学, 第 3Ｇ, 農学, 部・
室・グループ長、教授クラス, 男性) 
経済的な支援の必要性 
 経済支援も必須と考えている。月数万円程度ではなく、学振の DC1および DC2程度の額を支給することで、学生は
研究に専念できると思う。その代わりに、年に最低一回は国際会議への投稿を義務付けるなど、ある程度の研究のノ




考える。(大学, 第 2Ｇ, 理学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
その他 
 医師の研修プログラムの変更により、医師の基礎研究希望者が激減した。PhDポスドクの安定的雇用が不足している






















況は異なる。保健では女性研究者割合が 25％を超えているが、工学では約 5％となっている。 
 








ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-10 女性研究者数の状況






































年 度 全 体 人文科学 社会科学 理 学 工 学 農 学 保 健 その他 
1992 9.7% 15.3% 6.2% 5.9% 1.7% 2.9% 11.1% 20.8%
2001 14.1% 21.4% 11.4% 6.7% 3.1% 4.5% 18.0% 23.8%









年 度 全 体 人文科学 社会科学 理 学 工 学 農 学 保 健 その他 
1990 30.2 67.9 17.3 19.7 5.1 24.5 46.0 59.1
2000 38.8 67.1 29.6 26.5 10.5 41.5 60.1 62.6
2011 43.8 66.1 33.9 27.1 12.2 44.4 61.5 60.4
1990 16.1 46.3 25.2 12.5 3.4 11.8 22.9 41.4
2000 26.3 55.0 30.8 21.6 9.0 33.9 52.0 46.9
2011 28.9 61.4 40.2 22.1 10.2 35.7 53.1 47.8
1990 15.5 34.0 22.4 7.0 4.6 12.1 14.7 36.6
2000 26.8 52.5 30.1 15.6 9.9 25.8 27.6 39.3




































ループ 理学 工学 農学 保健
Q1-13 外国人研究者数の状況
2.5 3.0 - 2.8 2.7 2.2 2.2 3.0 2.6 2.0 2.3
Q1-14 外国人研究者を受け入れる体制の状況





















































第一優先になっているように感じます。(大学, 第 3Ｇ, 工学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 大学（特に地方の一学部）としては、絶対的な教員数が少ないため、外国人研究者であっても教育や事務処理に活
躍することが望まれます。しかしながら、一般的にそのような人材はなかなかいないことから、語学教育など外国人研






























































































ら、第 3グループと第 4グループはまとめて分析をおこなった。図表 1-17に結果を示す。第 1グループ
は国立大学しか含まないので、指数は変化しない。第 2グループおよび第 3グループについては共に指
数値が小さくなり、不充分との認識が高まる。共に指数値は 2 ポイントを切っている。このことから、国立大




































































































































参考図表 6 論文シェアによる大学グループ別の学部教員の職務活動時間の割合 
第１Ｇ 第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ その他Ｇ
職務活動時間 シェア5％～ シェア1～5％ シェア0.5～1％ シェア0.05～0.5％ 左記以外
2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008
研究 55.2% 49.2% 50.0% 41.6% 50.3% 41.3% 47.7% 35.4% 43.7% 31.0%
教育 16.6% 17.8% 20.6% 25.4% 20.2% 23.0% 21.5% 27.8% 27.3% 33.9%
社会サービス 10.6% 13.8% 10.5% 15.7% 11.6% 17.0% 12.6% 16.1% 8.4% 13.4%
研究関連 5.2% 7.5% 4.4% 6.0% 3.6% 6.2% 3.1% 5.6% 3.2% 6.1%
教育関連 2.9% 3.6% 2.7% 4.1% 2.6% 4.5% 2.5% 4.5% 3.1% 5.3%
その他 2.5% 2.7% 3.5% 5.5% 5.3% 6.2% 7.0% 6.0% 2.1% 2.1%
その他 17.6% 19.1% 18.9% 17.3% 17.8% 18.7% 18.2% 20.7% 20.5% 21.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  





































































の維持管理、導入について、明確なスキームを導入すべきである。(大学, 第 2Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 研究施設・設備の維持管理経費の捻出に困難を感じます。特にオペレータが必要な機器の運営管理は大きな問題
を抱えることが多く、場合によってはアウトソーシングをした方が効率的である場合もあるように思います。(大学, 第 4




























札の（対象となる）価格が下がったため、購入までに長期間かかることも研究の推進を妨げています。(大学, 第 1Ｇ, 
工学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 同じような設備をダブって購入してしまうことも多いため、複数の研究費を合算して、その研究施設に真に必要な装




4  研究開発とイノベーションをつなぐ活動等の状況 
 




















































注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
<研究開発とイノベーションをつなぐ活動等の状況> 
46 











































注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 





































































本質的に避けられませんが、それを埋めるスタッフのマッチング活動が重要ではないかと考えます。(大学, 第 3Ｇ, 











いと感じる。ニーズとシーズがマッチしづらい原因の 1つが、ここにあるのではないかと思う。(大学, 第 4Ｇ, 医・歯・薬




































































注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 









































4-2-1  科学技術予算等の状況 
日本が現在おかれている科学技術の全ての状況を踏まえて、科学技術予算の更なる充実が必要であ
るとの強い認識が、産学官の回答者から示されている(Q2-16)。主要国政府の科学技術予算の対GDPを






との認識が大学および公的研究機関の回答者から示されている。属性別でみると 39 歳以下および 40～
49 歳の回答者において充分との認識が相対的に高く、大学や公的研究機関の長では不充分との認識
が相対的に高い。このように、間接経費については、組織における立場によって認識の仕方が異なる。 

























注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 











































































常に勿体ないと思うので、小さな研究室のような扱いにして研究に専念できるようにして欲しい。(大学, 第 4Ｇ, 工学, 
研究員、助教クラス, 男性) 
研究開発費の効率的な運用の必要性について 













っています。(大学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 科学技術予算については、さらなる増額が望まれる。競争的研究資金は士気を高めるためには有効に働くかもしれ
ないが、それによって生まれる雑用は膨大である。競争的研究資金を緩和して、より簡便な形で資金獲得ができるシ
ステムを作らない限り、科学の発展は難しい。(大学, 第 2Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
 まずは、GDPの 1%を政府の科学技術予算とする方針の早期実現を望む。また、この資金を競争的資金に使うことより




も遵守していただきたい。(民間企業, その他, 男性) 
 



































注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 
 





















参考図表 8 にサイエンスマップ 2008 における日英独の参加領域数の比較を示す。サイエンスマップ

























































参考図表 8 サイエンスマップ 2008 における日英独の参加領域数の比較 
該当数 日本参画 英国参画 ドイツ参画
総計 647 263 388 366
学際的・分野融合的領域 151 66 96 81
臨床医学 116 41 82 75
工学 44 9 12 14
化学 64 28 32 38
物理学 61 35 39 39
 
(出典) 科学技術政策研究所、NISTEP REPORT No. 139、サイエンスマップ 2008 








































































米国 英国 日本 ドイツ 中国 フランス 韓国 全世界
 

















4-4-1  自由記述からの論点の抽出 
この自由記述質問には 845 件の回答が寄せられた。それらを目視で確認することで、図表 1-28 に示
した 5つの論点を抽出した。 























4-4-2  自由記述の分類 
次に 845件の自由記述を 5つの論点に分類した。その際、一つの自由記述は最大 2つの論点に分類
した。 
図表 1-29 に自由記述の分類結果を示す。全体に注目すると、研究開発費への言及が 47.8％と半分
近くに及んでいる。ついで、評価、評価方法、評価者についてが 38.9％、研究環境(研究開発費、評価以












845 404 329 159 40 57
47.8% 38.9% 18.8% 4.7% 6.7%
176 100 61 33 2 11
56.8% 34.7% 18.8% 1.1% 6.3%
236 114 96 40 10 12
48.3% 40.7% 16.9% 4.2% 5.1%
269 123 105 58 14 19
45.7% 39.0% 21.6% 5.2% 7.1%
164 67 67 28 14 15
40.9% 40.9% 17.1% 8.5% 9.1%
571 315 208 108 17 30
55.2% 36.4% 18.9% 3.0% 5.3%
89 32 49 17 0 3
36.0% 55.1% 19.1% 0.0% 3.4%
159 51 58 29 22 21
32.1% 36.5% 18.2% 13.8% 13.2%
5 2 2 2 0 0
40.0% 40.0% 40.0% 0.0% 0.0%
21 4 12 3 1 3
19.0% 57.1% 14.3% 4.8% 14.3%
164 60 64 30 16 21
36.6% 39.0% 18.3% 9.8% 12.8%
322 146 128 68 15 21
45.3% 39.8% 21.1% 4.7% 6.5%
199 104 79 32 6 9
52.3% 39.7% 16.1% 3.0% 4.5%
139 84 47 26 2 5
60.4% 33.8% 18.7% 1.4% 3.6%
21 10 11 3 1 1

































ての言及は、39歳以下で 34.7％と、ほかの年齢が 40％前後であるのに比べてやや低い。 
所属機関別にみると、研究開発費についての記述は、大学で 55.2％と過半数で、公的研究機関の
36％、民間企業の 32.1％と比べて多くなっている。公的研究機関の回答者では、評価、評価方法、評価
者について 55.1％が言及しており、大学の 36.4％、民間企業の 36.5％と比べて多い。 
職位別にみると、研究開発費について述べているのは、助教、研究員で 60.4％、准教授、主任研究員

































ある。(大学, 第 3Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 競争的資金や先端分野のへの過度の投資は、分野の多様性を損なう。また、独創的な研究は、誰もやっていないか
ら、独創なのであって、業績などの評価、成果を求めることは難しいはず。にもかかわらず、システムはそうではない
わけで、矛盾を感じる。(大学, 第 2Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
 ある一定レベルの機器導入・研究環境が整備できれば、どこにいても研究者個人の独自アイデア・発想による独創
的研究は進められると思います。一個人研究者で購入できない機器をうまく導入できる仕組みを構築するとともに、
積極的に地方大学に先端機器導入予算を配分する政策をとるなどの政治的方策に期待します。(大学, 第 3Ｇ, 工
















10年後に役に立つ技術を求められても「想像できる 10年後」の範囲でしか発想が浮かばなくなる。(大学, 第 4Ｇ, 工
学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 競争的資金の評価において、インパクトファクターが過度に用いられている気がする。そのために、競争的予算申請
においても、確実に、３～５年で論文数を稼げるテーマを提案する若手が増えている印象がある。確かに論文数は増






 ほぼ全員の研究者が海外で 2年から 3年研究できるシステムがない。海外経験を積むことにより、海外の情報をいち
早く手に入れると共に海外の研究者と対等にコミュニケーションができることとなり、独創的なテーマも生まれる。我が
国ではあまりに独創的なテーマには研究費がつかない場合があるが、海外では独創的なテーマは歓迎されるため、
























めない気がします。海外にも就職できるように英語教育の強化は必要です。(大学, 第 3Ｇ, 工学, 部・室・グループ
長、教授クラス, 男性) 
 これまでそれなりに多くのノーベル賞受賞研究が出ていることに現れているように、障害になっているのは研究資金よ
























































































































発はないか、オープンにした議論が必要。(民間企業, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 今回の東北大震災や福島原発事故の対応等を見ても、いったい科学者は何をしていたのか極めて不信感がある。
原発の安全神話は誰が作り、誰が支えたのか。大地震の予測、津波の到来する範囲等後からいろいろ出てくるが学




4-6  世界における科学技術やイノベーションの状況を踏まえた日本の状況(自由記述の詳細分析) 
NISTEP 定点調査 2011 では、世界における科学技術やイノベーションの状況を踏まえて、我が国が世
界的なトレンドと乖離しているような状況は無いかについて自由記述質問で聞いた。ここでは、自由記述
質問の詳細な分析結果を示す。 
4-6-1  自由記述からの論点の抽出 
この自由記述質問には 769 件の回答が寄せられた。それらを目視で確認することで、世界のトレンドと
日本の状況について図表 1-31に示す 7つの論点を抽出した。 























日本の特徴を生かす」は 39歳以下で 25％、60歳以上で 7.2％と下の年齢ほど多くなっている。 
所属機関別にみると、「乖離している、後追いである」は民間企業で 53.2％と過半数を占めており、大

































769 423 171 6 139 53 73 21 346
100.0% 40.4% 1.4% 32.9% 12.5% 17.3% 5.0% -
156 104 34 3 36 9 26 7 52
100.0% 32.7% 2.9% 34.6% 8.7% 25.0% 6.7% -
203 121 42 1 43 19 24 2 82
100.0% 34.7% 0.8% 35.5% 15.7% 19.8% 1.7% -
259 129 59 1 39 18 18 7 130
100.0% 45.7% 0.8% 30.2% 14.0% 14.0% 5.4% -
151 69 36 1 21 7 5 5 82
100.0% 52.2% 1.4% 30.4% 10.1% 7.2% 7.2% -
500 297 111 5 103 36 58 14 203
100.0% 37.4% 1.7% 34.7% 12.1% 19.5% 4.7% -
75 39 14 1 10 8 5 3 36
100.0% 35.9% 2.6% 25.6% 20.5% 12.8% 7.7% -
172 79 42 0 23 8 9 4 93
100.0% 53.2% 0.0% 29.1% 10.1% 11.4% 5.1% -
3 1 0 0 1 0 0 0 2
100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% -
19 7 4 0 2 1 1 0 12
100.0% 57.1% 0.0% 28.6% 14.3% 14.3% 0.0% -
159 77 42 2 29 4 4 5 82
100.0% 54.5% 2.6% 37.7% 5.2% 5.2% 6.5% -
298 145 62 0 42 21 22 9 153
100.0% 42.8% 0.0% 29.0% 14.5% 15.2% 6.2% -
176 110 39 1 39 18 22 2 66
100.0% 35.5% 0.9% 35.5% 16.4% 20.0% 1.8% -
120 83 24 3 26 10 23 4 37
100.0% 28.9% 3.6% 31.3% 12.0% 27.7% 4.8% -
16 8 4 0 3 0 2 1 8





























注 1: 大学・公的研究機関グループとイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
<研究開発とイノベーションをつなぐ活動等の状況> 
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な国の施策が必要である。(大学, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 




す仕組みが必要だ。(民間企業, 社長・役員、学長等クラス, 女性) 
 日本が世界的なトレンドと乖離していることは一部の分野でありますが、より深刻なのは日本が得意な分野でも世界
のスタンダードになった規格や基準が少ないことです。大学だけでなく政策を決定するシステムにも国際化が必要で













飛び越えられない。(大学, 第 2Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
２. 乖離しないようにすべきである 
 若い研究者が海外に出ないことによって、競争力を失っている気がします。目線がアジアに行きがちで、欧米で勝負
する研究者が少ないと思います。よって、世界的なトレンドを把握できていないのではないでしょうか。(大学, 第 1Ｇ, 
工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
３. 乖離はない 
 全体としては、国際的に活躍している研究者も多くおり、問題を感じていない。強いて上げれば、英語を主体としたコ













経験者を雇用すべきである。(大学, 第 3Ｇ, 農学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 我が国の研究開発活動が世界的なトレンドとかい離しているとは思わない。しかし、我が国で既に解決技術が報告さ
れていても、それが世界には全く伝わっていない状況はよくある。我が国で素晴らしい技術が多数生まれているもの
の、それが世界には伝わっていない、つまり、国際的な情報発信がうまくいっていないと感じている。(大学, 第 1Ｇ, 
工学, 主任研究員、准教授クラス, 女性) 
 研究の内容に関しては決して世界から後れをとっているようなことはないと思うが、やはりその発信力、アピール力
は、語学や気質の違いにより劣っていると思う。留学の機会、その後のポストの確保、逆に留学生の受け入れ態勢を



















国との違いを明確にしないと科学技術面での我が国の優位性を維持できなくなると危惧している。(大学, 第 3Ｇ, 保












































































































































































5-3-1  自由記述からの論点の抽出 
この自由記述質問には 293 件の回答が寄せられた。それらを目視で確認することで、図表 1-35 に示
した 8つの論点を抽出した。 
 

































5-3-2  自由記述の分類 
次に 293件の自由記述を 8つの論点に分類した。その際、一つの自由記述は最大 2つの論点に分類
した。 
図表 1-36 に自由記述の分類結果を示す。行政の課題（規制、特区制度、省庁の縦割りなど）につい
ての言及が 36.2％と最も多い。ついで、資金供給・事業化支援 17.4％、人材の育成・活用 11．9％、連携、
ビジネスモデル 10.2％、国際化 8.5％、国民の理解6.8％、社会環境 5.8％となっており、その他が 14.7％
である。 











293 51 17 35 106 25 30 20 43
17.4% 5.8% 11.9% 36.2% 8.5% 10.2% 6.8% 14.7%
16 2 1 3 8 0 1 0 2
12.5% 6.3% 18.8% 50.0% 0.0% 6.3% 0.0% 12.5%
38 12 1 4 10 1 6 2 6
31.6% 2.6% 10.5% 26.3% 2.6% 15.8% 5.3% 15.8%
119 13 11 18 37 16 10 9 16
10.9% 9.2% 15.1% 31.1% 13.4% 8.4% 7.6% 13.4%
129 24 4 10 51 8 13 9 19
18.6% 3.1% 7.8% 39.5% 6.2% 10.1% 7.0% 14.7%
106 19 6 18 32 8 10 12 12
17.9% 5.7% 17.0% 30.2% 7.5% 9.4% 11.3% 11.3%
17 0 0 0 8 3 3 1 1
0.0% 0.0% 0.0% 47.1% 17.6% 17.6% 5.9% 5.9%
157 30 10 13 62 14 14 4 24
19.1% 6.4% 8.3% 39.5% 8.9% 8.9% 2.5% 15.3%
4 0 0 0 1 0 1 0 1
0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0%
18 2 1 4 3 0 2 3 5
11.1% 5.6% 22.2% 16.7% 0.0% 11.1% 16.7% 27.8%
145 26 10 14 55 11 12 8 23
17.9% 6.9% 9.7% 37.9% 7.6% 8.3% 5.5% 15.9%
117 17 6 15 33 12 15 10 17
14.5% 5.1% 12.8% 28.2% 10.3% 12.8% 8.5% 14.5%
19 3 0 3 9 1 2 1 1
15.8% 0.0% 15.8% 47.4% 5.3% 10.5% 5.3% 5.3%
2 0 0 0 1 0 0 0 1
0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%
19 5 1 3 8 1 1 1 1





























注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 









余力は無いので、この部分も国は支援すべきである。(大学, 第 2Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 イノベーション創生に必要なことは、ベンチャー起業・育成およびサイエンスパークの完備であるが、欧米に比べて我

































て随時見直し、世界的な競争力を保つ必要がある。(大学, 第 4Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 一つは規制。規制は必要だが、考え方の根幹は現在の社会に適合していないものが多い。もう一つは省間政策の不
調整。同様な性質のものへの補助が異なる財源から出されていることから見て、資金供給は多様多層になされている


















































研究機関, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 革新的技術だけを求めるのではなく、実用化研究を行うフィールドの情報をデータベース化することが重要である。
平凡な研究でも、迅速に結果を出せば、それだけで大きなイノベーションとなる。このことの認識が、産業界、研究
者、行政において弱いと思う。(大学, 第 1Ｇ, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
<イノベーション政策や活動の状況> 
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5-4  グリーンイノベーションの状況 




回答者が大学・公的研究機関では 60％であるのに対して、民間企業では 52％となっている。 
図表 1-37 グリーンイノベーションの実現に向けた研究開発の活発度 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
民間企業等
大学・公的研究機関
1: あまり活発でない 2 3 4 5 6: かなり活発である  
注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 




























注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
<イノベーション政策や活動の状況> 
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図表 1-39 グリーンイノベーションの実現に向けて我が国で強化が必要な取り組み 














注 1： 1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、必要度をポイント化した。全回答者が必要性を 1位と評価すると必要度は 10ポイントとなる。 
注 2: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 




















きなものになるだろう。(大学, 第 3Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 当初の普及には政策的誘導が必要であるが、いずれは、コスト削減とプライス（サービス）設定により、経済的に自律





























をもっと構築すべき。(民間企業, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
<イノベーション政策や活動の状況> 
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5-5  ライフイノベーションの状況 




学・公的研究機関では 63％であるのに対して、民間企業では 47％となっている。 
図表 1-40 ライフイノベーションの実現に向けた研究開発の活発度 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
民間企業等
大学・公的研究機関
1: あまり活発でない 2 3 4 5 6: かなり活発である  
注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 



























注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
<イノベーション政策や活動の状況> 
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図表 1-42 ライフイノベーションの実現に向けて我が国で強化が必要な取り組み 














注 1： 1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、必要度をポイント化した。全回答者が必要性を 1位と評価すると必要度は 10ポイントとなる。 
注 2: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 




























のサポート体制が重要と考える。(民間企業, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 国際的なヘルスケアベンチャーをどう育成するかが最重要。米国ベンチャーキャピタルの支援を得て、国際的に資
金調達を出来るベンチャーキャピタルを作ること不可欠。創薬分野のみでなく、医療機器、診断・治療などの分野で






割を果たすことを期待したい。(病院, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 医療分野における医師、研究者の少なさ、大学においては大学院生の少なさなど、人的資源が乏しい。また、生活
の質の向上関係では、介護等の労働環境（賃金、労働条件）の悪さからやはり労働人口の増加は望みにくいために
実証実験や取り組みの場が十分確保できない恐れがある。(大学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
診療・医療データ収集上の課題 
 電子カルテの統合やデータベース化などの整備、それを運用する人件費や人材確保。とくに、各病院で使用されて














5-6  震災からの復旧・復興 

































Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 科学技術の粋を集約して作られた原発が、災害に対して大きな弱点があることが分かり、科学や科学者への信頼が
揺らいでいると感じます。科学の在り方そのものが問われていると思います。科学者と国民の間の信頼関係を取り戻
すことが求められているように感じます。正しい科学に関する情報を発信することが必要だと思います。(大学, 第 4Ｇ, 
社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 これまでに蓄積された原発および放射線の人体に関する情報で、分かっていることや分かっていないことが明確に報

































シップを発揮することを望む。(大学, 第 4Ｇ, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 












NISTEP定点調査 2011は、第 4期科学技術基本計画期間中の 2011年度～2015年度の 5年間にわ
たって実施する調査の第 1回目となる。以下に、2011年度調査から明らかになったポイントをまとめる。 
 
6-1  大学や公的研究機関における研究開発人材の状況 
若手研究者の数が、不充分であるとの強い認識が大学回答者から、著しく不充分との認識が公的研究



































6-4  研究施設・設備や各種基盤の状況 
研究施設・設備および知的基盤や研究情報基盤については、ほぼ問題ないとの認識が多くなっている。
ただし、大学グループによる認識の違いが顕著に出ている。第 1 グループにおいては充分との認識が相









































































































回の調査は第 4期科学技術基本計画期間中の 2011年度～2015年度の 5年間にわたって実施する。2
年目の調査からは、回答者に前年度の本人の回答結果を示し、前年度と異なる回答をした質問について
は回答の変更理由を、前年度と同じ回答であっても補足などがある場合には意見等を聞く。これにより、











<第 3 期科学技術基本計画期間中の定点調査について> 












◎ 阿部 博之 独立行政法人科学技術振興機構 顧問 
 有本 建男 政策研究大学院大学 教授 
 大垣 眞一郎 独立行政法人国立環境研究所 理事長 
 岸 輝雄 東京大学 名誉教授 
 黒田 昌裕 独立行政法人科学技術振興機構 上席フェロー 
 榊原 清則 法政大学大学院イノベーション・マネジメント研究科 教授 
 菅 裕明 東京大学大学院理学研究科化学専攻 教授 
 柘植 綾夫 日本工学会 会長 
 豊田 長康 独立行政法人国立大学財務・経営センター 理事長 
 続橋 聡 社団法人日本経済団体連合会産業技術本部 本部長 
 浜中 順一 元 株式会社ＩＨＩ 副社長 
 吉本 陽子 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社  
   経済・社会政策部主席研究員 
 安田 聡子 関西学院大学 准教授 






3  調査対象者の選出 
 
3-1  調査対象者 




准教授クラス、助教クラス各 1名の計 3名を依頼した。 





















3-2  大学グループ 
大学回答者については、大学グループ別、大学部局分野別の集計が可能となるように調査対象者の




の論文シェアが 5％以上の大学は第 1グループ、１％以上～５％未満の大学は第 2グループ、0.5％以上




3-3  調査対象者候補リストの作成 
大学・公的研究機関グループについては、調査対象候補となる大学や公的研究機関の抽出をはじめ
に行った。大学については、論文シェアによるグループ分けの第 1 グループと第 2 グループは全ての大
学を対象とし、第 3グループは 15大学、第 4グループは 50大学を抽出した(図表 2-2参照)。 
調査対象候補となった大学からは、調査対象者候補として 1)大学の長および 2)教員数が 20名以上の
部局（理学、工学、農学、保健(医・歯・薬学、その他)）の教授クラス、准教授クラス、助教クラスの教員各 1






図表 2-2 論文シェアによる大学のグループ分け 
 大学グループ 日本における論文シェア 大学数 調査対象候補
1 5％以上 4 全て
2 1～5％ 13 全て
3 0.5～1％ 27 15大学を抽出
4 0.05～0.5％ 135 50大学を抽出  
(出典) 文部科学省科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 日本の大学に関するシステム分析 
 
































計で 1,709名となった。図表 2-4に調査対象者候補抽出結果を示す。 



























































855 名、大学・公的研究機関グループ(a)～(c)の合計で 973 名を調査対象者として選定した。(d)イノベー
ション俯瞰グループについては、513名の調査対象者を選定し、2つの回答者グループ(a)～(d)の合計で
調査対象者 1,486名を選定した。大学・公的研究機関グループで 1名でも協力が得られた大学のリストを
図表 2-5 に、公的研究機関のリストを図表 2-6 に示す。また、調査対象者のセクターバランスを図表 
2-7に示す。 
 
















































独立行政法人酒類総合研究所 独立行政法人労働安全衛生総合研究所  
 
図表 2-7 調査対象者のセクターバランス 










































4-1  調査票の構成 





















4-2  質問の継続性について 













図表 2-8  調査票の構成 












































































































































































































































































































































































































5  2011 年度調査の実施 
 




ョン活動の状況」23問で、パート 1～3の合計で 82問(自由記述質問含む)となった。 
「大学・公的研究機関グループ」の(a)学長・機関長グループおよび(b)世界トップレベル研究拠点長・最
先端研究開発支援プログラムの中心研究者はパート 1～3 の全体 82 問を、(c)大学・公的研究機関の研





















5-3  回答率 






















5-4  集計方法と分析方法 





順位を問う質問では、1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行うことで指数を求めた。
全ての回答者が、ある項目について 1位を選択すると 10ポイントとなる。 
<2011 年度調査の実施> 
99 













































































































図表 2-12 報告書中における指数の表示方法 
 
 









5-4-1  定点調査の結果に対する東日本大震災の影響について 





















イノベーション俯瞰グループでは、上記の 3 県の回答者数が非常に少なかった(450 名のなかで 6 名)
ことから、ここでは大学・公的研究機関グループを対象に分析を行った。また、地域以外の属性をコントロ
ールする目的で、大学・公的研究機関グループの中でも大学回答者について分析を行った。大学・公的










































5-5  回答者の属性 
5-5-1  大学・公的研究機関グループの回答者属性 
大学・公的研究機関グループの回答者属性を図表 2-14に示す。 
図表 2-14 大学・公的研究機関グループの回答者属性 
実数 割合
性別 男性 796 90.4%
女性 85 9.6%













雇用形態 任期あり 314 35.6%
任期なし 567 64.4%





大学種別 国立大学 529 69.7%
公立大学 65 8.6%
私立大学 165 21.7%








無し（学長、拠点長等） 73 9.6%  
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5-5-2  イノベーション俯瞰グループの回答者属性 
イノベーション俯瞰グループの回答者属性を図表 2-15 に示す。なお、所属機関別の集計の際、民間
企業、病院、その他については民間企業等として、まとめて集計を行った。 
図表 2-15 イノベーション俯瞰グループの回答者属性 
実数 割合
性別 男性 427 94.1%
女性 27 5.9%













雇用形態 任期あり 152 33.9%
任期なし 297 66.1%
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